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１．消費税の基本的な仕組み

１、消費者に一般に広く公平に課税する間接税です。

消費税を負担する者 ＝消費者

消費税を申告、納付する者 ＝事業者



１．消費税の基本的な仕組み

２、事業者の納税事務の負担等を軽減するために、

次のような措置が講じられています。

・事業者免税点制度

基準期間の課税売上高が１，０００万円以下の事業

者は、免税事業者となります。（特定期間にも注意）

・簡易課税制度

基準期間の課税売上高が５，０００万円以下の事業

者は、一般（本則）課税制度にかえて簡易課税制度

を選択できます。



２．押さえておきたい用語の説明①

１、課税期間・・・納付すべき消費税額の計算の基礎となる

期間をいいます。原則として、個人事業者は暦年、法

人は事業年度をいいます。

２、基準期間・・・ある「課税期間」において、消費税の納税

義務が免除されるかどうか、簡易課税制度を適用でき

るかどうかを判断する基準となる期間をいいます。

原則として、個人事業者についてはその年の前々年、

法人についてはその事業年度の前々事業年度をいい

ます。（特定期間にも注意）

３、課税売上高・・・消費税が課税される取引の売上金額と

輸出取引等の免税売上金額の合計額をいいます。



２．押さえておきたい用語の説明②

４、課税仕入れ・・・事業者が、事業として他の者から資産
を譲り受け、若しくは借り受け又は役務の提供を受けるこ
とをいいます。単に商品の仕入れだけを指すものではあり
ません。

５、課税事業者・・・次のいずれかに該当する者をいいます。

①基準期間の課税売上高が１，０００万円を超える事業者

②課税事業者を選択している事業者

③新設法人等に該当する場合



３．一般（本則）課税と簡易課税方式

１、一般課税の場合、事業者は課税期間における課税売
上げに係る消費税額から、課税仕入れ係る消費税額を控
除した金額を納付しますが、簡易課税を選択している場
合は、納税額の計算方法が異なります。

＜一般課税＞

消費税の納付税額＝課税売上に係る消費税

－課税仕入れ等に係る消費税額

＜簡易課税＞

消費税の納付税額＝課税売上に係る消費税

－課税売上げに係る消費税×みなし仕入率

＊例えば、卸売業９０％、小売業８０％、製造業７０％、その他６０％、
サービス業５０％、不動産業４０％と決められている。



３．具体的な税額の計算例

消費税本体価額一般課税（万円）

1001,000課税売上

30300課税仕入

70納税額

消費税本体価額簡易課税

1001,000課税売上

50100×50％みなし仕入率

50納税額

１、サービス業を例にとった場合、下記のとおり納税額に差が出
てくる可能性があります。

＊今回の様に簡易課税が有利に
なるケースもあれば、一般課
税の方が納税額が小さくなる
こともありえます。

＊簡易課税を選択する場合は、
課税期間が始まる前（前期中）
に届出を提出する必要があり
ます。

＊簡易課税を選択した場合は、

２年間の継続適用となります。


